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「三田学会雑誌」81卷4 号 （1989年 1 月）

規模の経済性と構造変化（一)

尾 崎 *

池 田 明 由

I 問題の所在

1. 研究の目的

工業化にもとづく経済発展の過程において規模の経済性の追求が不可欠であることは， 多くの実 

証 研 究 で 確 か め ら れ た 経 験 的 享 実 で あ る 〔7〕， 〔15〕。 にもかかわらず，規模の経済性の追求がどの 

ようなメカニズムを通じて成長を持続させるのかの実 IE分析は必ずしも多くない。 その理由は，経 

済発展の分析における規模の経済性の定量的把握が十分でなかったことに起因しているように思わ 

れる。教科言的には，長期費用曲線が画かれる時，費用極小となるような生産の最適規模の点が与 

えられるのが通常である。最適規模が定められた後は，通常， それ以上の規模の経済性の分析的追 

求は行なわれない。

本研究の目的は， 規模の経済性の追求が，経済発展の基底に存在する構造変化に与えるメカニズ 

ムを分析的に解明することにある。 いいかえれば， 各生産部門において，技術的に規模の経済性が 

存在する場合， その複合的な効果が経済全体の発展にどのように作用するかのメ力ニズムを定量的 

に明らかにしようとする。 各部門における規模の経済性の追求は，相互に相まって経済全体の規模 

の経済性の追求を可能にし， 同時に構造変化をひき起こすであろう。 この規模の経済性の追求と構 

造変化の関係を実証的に明らかにすることが， 本研究の主な内容を形成している。

2. これまでの研究との関連

本研究は，主としてこれまでになされてきた三つの分野の研究成果を基盤として展開された。

(i)Leontie f の "The Dynamic Inverse" model

その第一は，Leontiefの （数量方程式と価格方程式の連立による）多部門動学モデルである。 このう 

ち本分析ではとくにLeontiefの，"The Dynamic Inverse"の m odelの 拡 充 を 試 み た 〔31。

* ) 本研究は，Keio Economic Observatory,生産構造分析プロジュクトの研究成果の一部を形成している。 

分析は，構造変化に関する一連の協同研究，尾崎 . 清水〔11〕， Ozaki & Shim izu〔16〕，Ozaki〔6〕， 

〔7 〕をより構造的に展開したものである。
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The Dynamic Inverse m ode lは 次 の 2 つの方程式から成ろ。

( 1 ) — + : 数量方程式

(2) Pt=^A[Pt^\.(X — rt-i)B[Pt-i — B[+i Pt\ -\-Wtlt : 価格方程式

この式の変数記号については第n 節で詳しく述べることとして， このモデルの特徴は，技術係数 

行 列 と 資 本 係 数 行 列 Bt+ iが共に時間の経過につれて変化することを明示している点に見られ 

る。 従って，（1),(2)式は，構造変化を含む動学体系の定式化と呼ぶことができるであろう。 だが， 

こ の "The Dynamic Inverse" modelにおいては，次 の 2 つの点が欠落していろ。一つは， 行 

列，Bt+ i行列の変化が外生的に与えられており， その変化 を 内 生 的 に 説 明 す る こ と が で き な い 。 

こ れ は Leontiefの展開に関する限り，各部門の生産関数が自律的に計測されていないという理由 

に基づいている。本研究では， これまで計測されてきた一連の要素制約型生産関数の計測結果を基 

礎にして， B け1 行列の変化を生産能力規模との関連において分析することを試みた。

第 2 は "The Dynamic Inverse"においては， 生産主体の内部均 衡 の 性 質 が 明 ら か で な い 。 そ 

こで本分析では， まず各部門ごとに計測された生産関数を基礎にして， 規模の経済性という概念を 

明確に定義する。 そのため生産規模の単位としてプラント . スケールという概念を導入する。次い 

で各部門内で，与えられた要素相対価格の下でのプラント.ベース生産能力規模の決定図式を展開 

する。再言■すれば，規模の経済性が働くときのプラント . スケールの決定が，各部門内の費用極小 

行為の結果として定まるというモデルを検証する。 この結果，各部門の生産主体の合理的行動とい 

う内部均衡の図式と全経済の構造変化の相互波及のメカニズムが明らかにされ， レオンティェフ体 

系 に お け る B け1 行列の変化と規模の経済性の関係がより自ま的に説明されることになる。

(ii) 生産関数の計測に関する諸研究との関連

--3は異質的資本（heterogeneous cap ita l)に関するソローの研究である〔12〕〔13〕。そこでは，

機械の異質性を，その機械を稼動する際の必要労働係数の差異によって識別し，かつ種々の機械の 

生産者価格を，その機械の建設費用（coustruction cost) を基礎に算出している点にこの研究の特 

徵が見られる。このとき必要労働係数のより小さい〔したがって労働生産性の高い）機械の建設費用 

は通增すると仮定される。この結果，賃金率の上昇する過程では，使用労働節約のためのより高い 

質 （効率）の機械が選ばれることになる。 ソロ一の研究は新古典派的完全競争市場を前提にした理 

論的展開であって，実証的研究ではない。そこでは，当然のこととして生産関数の一次同次性が仮 

定されている。

他は，より自律度の高い工学的なレベルで生産関数を計測した，H.B. C henerryに始まる一連 

の論文である〔1〕，〔2〕。チェネリイの先駆的論文では，生産プロセスにおける投入一産出の技術 

的関係を，経済学的生産関数（economic production function )と工学的生産関数（engineering pro­

duction function)という2 つの概念に分け，前者の基底に後者の関係が存在することを天然ガス 

輪送プラントの設計について，経験的 . 解析的に導出した。また小尾の研究〔5〕では，後者の工学 

的生産関係から前者の経済学的生産関数の導出し得る諸条件を吟味し現実に工学的変数と経済学
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的変数のデータを用いて，水力発電の生産関数を計測した。 何れも，天然ガス輸送設備や，水力発 

電所等の生産能力規模の決定図式を工学的設計として導出した点に特色がある。 本研究で展開する 

要素制約型生産関数は， このChenerryに始まる工学的生産関数の計測を基礎にしている。

(iii) 要素制約型生産関数の計測

この研究の基礎になった生産関数の研究は，経済の全部門における要素制約型関数の計測結果で 

あ る （〔6〕 〔7〕 〔11〕）。 そこでは，次のような分析モデルが提示された。

け） 規模の経済性に関して；各部門に存在する資本財総体の技術的単位としてプラントという新 

しい概念が導入された。 ここで規模の経済性とは， こ のplant-scale ( プラントの生産能力）が増大す 

るにつれて，そ の p la n tを 稼 動 す る の に 必 要 な フローの投 入 量 （原材料，エネルギー，労働投入量 

等）の全部または一部が適減することと定義される。 こ の プ ラ ン ト . スケールの増大が， フロー投 

入量を遍減させるという関係は，技術的な設備の不分割性に起因するものであって，逆に言■えぱ， 

設備の不分割性の存在が， プラントという新しい技術単位の導入を必要とさせるのである。

次に財の分類について概述しておこう。 レオンティエフ体系においては，常に第:'財について

(3) ア X i i+^5i7 + Ci~  X i

というコモディティ . バランスの関係式が成立している。 この式において，市場で取引されるすべ 

て の 財 （goods & services)を 次 の 2 種類に分割することができる。 一 つ は 単 一 財 （a single commo­

dity) であり，他 は 複 合 財 0  composite commodity)である。記号的には，（1)式 の 第 1 項フローマ 

ト リ ッ ク ス に 入 る プ は 単 一 財 の 中 間 財 取 引 量 で あ る が ，資 本 財 取 引 行 列 に 入 る は 主 と し て ， 

建物 , 構築物や機械類から成り，そ れ ら は 単 一 財 X"の投入から構成される複合財であると考えてよ 

い。 （今動学体系を扱うため，消 費 財C iを考察の対象からはずす）（単一財と複合財の区別については〔12〕）

単一財と複合財は共に財毎に市場で取引されるが，単 一 財 は そ れ ぞ れ の 物 量 自 然 単 位 （ton, yard 

等）をもつのに対し，たとえぱ後械類はそれが複合財であるために一意的な自然単位をもたない。 

そ こ で 基 準 時 点 に お け るone dollar w o rth で測られた単位を複合財の物量単位に代置する。後述 

の分析においては， この機械の複合的性質を通じて，経済全体に規模の経済性が働くという図式が 

展開される。

3. P la n tの特性

( i ) 設 備 （ズy) を稼動するときのプラント規模の経濟性の作用

規模の経済性は現実にどのようなプロセスに表われるのであろう力、。 部門別にはプラント規模の 

経済性はその稼動面のみに表われる。 い ま み と い う 能 力 を も つ プ ラ ン ト を 稼 動 す る た め に 必 要 な  

す べ て の flow inpu tsの量を構成要素とす る 次 の べ ク ト ル を 定 義 し よ う 。 第ゾ商品の生産に対し 

て， 第 番 目 の プ ラ ン ト の 生 産 力 を X T で 表 わ し ， を生産するために必要な中間投入量を 

a;ポ G '= l ,2 ,……，《) , ま た 必 要 労 働 量 を Ujk)で示すと，

(4)... OCf\ x\f, x i f , ...... , Lゾ0

—— 3 ( 5 4 3) ——



は第ん番目のプラントが持つ技術特性を表わすべクトルと考えられる。 同様に異なった技術特性を 

もつ第A 番目のプラントの技術特性は

(5) O T ’ x\y, x iy ,……，iC / ’ n n

で示されるであろう。

こ こ で .ニ：プ/み = c o n s t ,つまり中間財投入に関しては，技術的に規模の経済性は作用しない 

と仮定すれば，

(4) L i= g O O

のみが，設備の不分割性にもとづく規模の経済性を表わすことになる。 後述のように，われわれは

(4)の計測式を次のように特定化した。

(6) L j= a iX j^  あ る い は log ム_/=logo；i+/3i log

このとき，工 業 統 計 表3 析 分 類 （約 350産業）の全産業に対して，統計的に有意に

(7) § 1 < 1 (;•= !, 2 ,……，350)

が検出された。（サンプルは，各年ごとのクロスセクションデータ（個表）を用いた。全サンプル数の合計は 

各年約20万事業所である。）この結果は，各サンプル点の♦ 業 所 規 模 を 理 論 的 な プ ラ ン ト .ス ケ ー ル の  

代理変数とみなしたとき，「プラント能力の拡大が， 労働投入過程に顕著に規模の経済性を作用さ 

せる」 こ と が 実 証 的 に 示 さ れ た 〔6〕 〔11〕。

( i i ) プ ラ ン ト の 物 的 構 成 （資本財の構造）

プラントの物的構成は直接的には上に定義されたフロ一面での規模の経済性と無関係である。 し 

かし， どのような規模のプラントを採択するかという生産費の問題に対しては， その建設にかかる 

費 用 （資本費用） と， プラントを利用する際の，稼動面における規模の経済性の程度は相互に対比 

されて最適なプラント規模が決定されることに留意しなければならない（ソロー〔12〕〔13〕) 。

第ゾ商品の生産に対応するプラントの物的構成は，次のべクトルで表わされるであろう。

(8) CSij, S z j , ......... , S i "  ..........., S n i)

こ こ に S ijは 第 ；財の生産プラントの建設に用いられた第 i 財の投入ストック量である。 もしプ 

ラ ン ト の 生 産 能 力 をX j で表わすとき，早位能力当りの資本係数を 

みな.ニ奢
で定義すれば，ゐ《 表示で， このプラントの技術的要素は，次のぺクトル

(9) Qhj, bzj,...... , bij,......., hni)

で表示すろことができる。 これが， レオンティエフ動学体系における資本係数行列5 = [ ろ の 列  

べクトルの意味にほかならない。 も し b i jが プ ラソト . ス ケ ー ル X j の関数ならぱ，X i の決定因 

式の解明によって， 5 行列の変化が自律的に説明されることになろう。

4. モデルの概要と特徵

上記の内容を基礎として，各部門の生産主体による単位費用最小化の図式を，全体系の同時方程
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式と結合することを試みた。 こ れ は Leontief Dynamic Inverse M ode lを各部門の内部均衡の図

式と連結した一 '"3の均衡論的な解釈である。

このモデルのきわ立った特徴の第1 は，各産業の供給面の行動を経済の総需要の大きさと切り離 

し，賃金水準と利子率の変化のみを外生変数として各産業ごとにプラント•スケール決定図式を導 

出したことである。すなわち，要素制約型生産関数を前提として，単位費用極小という設計段階の 

図式を採用する。 こ こ で 総 需 要 / ) と プ ラ ン ト . スケールの調整はすべて，決定されたプラントの 

基 数 Qmi)に よ っ て な さ れ る も の と す ろ （A ニ明 ん -)。

特 徴 の 第 2 は，稼動面における規模の経済性の作用する部 門において，資本財の質の相異性をプ 

ラ ン ト .スケールのちがいに対応した労働生産性の相異として測ろうと試みた点である。 その結果， 

各部門内での労働生産性のちがいが， そ の 部 門 で 使 用 さ れ る 大 規 模 か ら 小 規 模 に わ た る p la n tの 

質の差をまわすことになる。 後述の，資本係数行列の変化率で ;^は， 使用された労働生産性の変化 

率に遺元される。 この結果，産* 構造全体の効率のちがいは，過 去 か ら 蓄 積 さ れ た プ ラ ン ト .ス ケ  

一ルの部門間分布のちがいによるものであり，それは各部門の労働生産性のちがいを示しているこ 

ととなる。

特徴の第3 として， このモデルは資本ストックの分布〔それはプラソト. スケールの分布によってま 

わされる）の異時点間移動を考えており，各期ごとに採択された最も効率的とみなされる平均のプ 

ラ ン ト • スケールの水準を決定するモデルである。

第 4 に，各部門における最適プラント能力の決定が，産 業 構 造 全 体 と し て の 相 乗 効 果 を ち ，各 

産業で使用される資本財の建設費用を引き下げるというプロセスにおいて，規模の経済性の効果が 

経済全体に波及することになる。 このモデルの有効性はすべて検証の結果にかかっている。

n 内 部 均 衡 の モ デ ル --- plant sca leの決定図式

経済体系に存在する各財生産部門には，技術的に個有の生産関数が存在し， それはプラントペー 

スの能力規模に対する要素の投入関数として，次のように表現される。
« の

( 1 ) Li=(xuXサ* 但 し おく1 / = 財生産部門
。 の

(2) Ski=ati.Xサ1 但 し / ん = プラント構成財

但し， x r . / 部 門 の プ ラ ン ト 1基当りの生産能力規模

L i: 部 門 の プ ラ ン ト 1基当りの必要労働投入量 

Ski : i 部 門 の フ ラ ン ト 1基を構成するん番目の財のストック量

各生産主体は，与えられた経済的条件の下で(1),(2)の関係に従ってプラント.スケールの大きさ 

を決定する。 今，労 働 の 価 格 と 利 子 率 ,r (償却率も含む）は外生的に与えられるものとする。さらに

( 1 ) きIA く1 は労働投入に関して規模の経济性が，/3fci>1 はプラント構成財の投入に関して規模の非経済性 

が働くことを仮定している。生産関数のバラメタに関するこのような仮定については尾崎. 清水〔12〕を 

参照。
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t 期に使用し得る機械設備は期首にすでに生産されており，そ の機械設備コストがPkで与えられて 

いるものとする。 その時，各 部 門 の 生 産 の 単 位 費 用 （生産能力当り単位費用）G はそのプラントを稼 

動するための労働費用と資本ま用の合計として，次のように定義することができる。 まず(1),(2)より 

Li
(3) li=

(4) h i

X -

^ki

:auX  い  

= <XhX サ

を導く。 l i と b u は そ れ ぞ れ の プ ラ ン ト を 稼 動 す る 為 に 必 要 な 単 位 労 働 量 と 単 位 当 り 資 本 投 入  

量である。従って，享 位 費 用 C i は，

(5) Ci= wli+rPkbki

=  w .auX  ト + rPicfXkiX トー1

となる。

各部門の生産主体は， こ の G が極小となるように内部均衡を成立させ，次期のプラントの最適 

生産能力規模を選択すると考えれば， その必要条件は， 

dCi ^ .

(6) dXi

したがって， 

dbki

dli  丄 n dbki
+ rPk-

dXi dXi

(6 )'
dk

. こで(3)(4)式 か ら X * を消去すれぱ 

(7) bki — 但 し 如i =  Oilci
\̂ki

Ski-

aLi

h 厂 1

が導かれる。 今，さL i< i, /5jfci〉r:である場合には，du 

< 0 となり，(7)の曲線は右下がりとなる。(6)'式の条件 

は，（7)式で示される曲線の傾きが要ま価格比に等し 

くなるような点に，均衡が成立していることを示す。

i 部門について，（3), (7)式を図示して，（6)'の内部 

均 衡 を 図 示 し た の が 第1 図である。 図では，（6)'式の 

均衡条件に従って，最 適 生 産 能 力 規 模X すが選択さ 第 1図

れている。

ここでは最適生産能力規模の決定が，価 格 P k を与えられたものとして説明されていることに注 

意するべきである。 しかし，価格は単位生産費として，全産業構造，すなわち，全部門の生産能力 

の分布に応じて決まるものである。 さらに生産能力の分布のちがいは，過去から蓄積されてきた資 

木ストックの分布のちがいに依存する。 従って， 第 1 図 に お け る / 部門の内部均衡の図式は， それ

6 ほ 46)



単独にではなく，全 産 業 構 造 と の 関 連 で intertem poralに再検討される必要がある。

そこで以下では，Leontiefの "Dynamic Inverse"の再検討を行うことによゥて， より産業構造 

的な視点から，個別部門の内部均衡図式の見直しを試みる。

"Dynamic Inverse"によれば，単 位 生 産 費 _Ptの決定方程式は，次の(8)式のように与えられる。

(8) =  ハ + [(1-Pt-OB'tPt-i-BUi Pt] +wtlt 

但 し Pt: 《期の早位生産費べクトル

A : 投 入 係 数 行 列 （時点間で一定の仮定をおく） （" X " )  

pt-1: 《一 1 期 に お け る 利 子 率 （スカラー）

Bt ：す 期 に お け る プ ラ ン ト 構 成 財 に 関 す る 係 数 行 列 ふ ニ  [がfc ノ] C«x« )

Wt ： / 期 の 賃 金 水 準 （スカラー）

It., f 期 の 労 働 係 数 べ ク ト ル （《X1)

(8)に対応する数量方程式が次の(9)式である。

(9) X t=AXt+ Bt^iCXt^i-xd+ a

= AXi-\- Bt+iXt+i 一 Ct

但し， 《期 の 生 産 能 力 規 模 べ ク ト ル （《X1)

C t : 《期 の 最 終 需 要 ぺ ク ト ル （《x i )

ここで(9)に お け る Bt+iPtの time subscriptのずれに関連して，時 点 間 のB 行列のリンクを次 

のように考える。 まず(3), (4)より 

/5+1 / ズ 广  V ^-i
(3)'

(4)'

n  \ x \ 》 

h it

bk V ノ

(3)', (4)'よ り （；n + i / X D を消去すれば，（10)式が導かれる。'

(10) =  rf：；̂ b\i 但し

• Ut-̂ l t + 1 JA
• • U]ci A .i—7]ki Oki A  i

r ) iV は労働生産性を基準として， t 時 点 に お け るプラント構成財を t + 1 時点におけるプラント構 

成財に換算する換算率と考えられる。 従って(9)は，

(9)'

という形に* き換えることができる。（9)又は(9)'の持つ意味は次のとおりである。

U 期の総生産量）ニ（ f 期の中間需要）+ 〔 f + 1 期のプラント設備のために必要とされる量） 

一（/ 期のプラント設備にすでに存在している分の換算量）+ ( t 期の最終需要）

—— 7 (547)



今，（9)式を次のようにまとめる。

(9)" GtXt-Bt^,Xt^i=Ct 

但し，G (= /— A+_Sけ1 

ここで， t ニ一：m時 点 か ら f = 0 時点までの各時点における(9)"式を列挙する ,

け- m  Ĵ —m + 1

レー 771+1 -^—ttl+2 リ

⑩ n 'g_2 -5-1

G-1 一Bo

Go .

"(w+1) x"(m+l) "(w+l)xi

01}を X t のべクトルについてとくと，

…QR-m... R-Z R2G--\XR-m... R-d

\ /

A -TO+1

Z-2

ノ . Zo . V

tt2)

, X-rr̂

-A. -m+l

X-2
-：

Z-1

, Zo ,

C o~i~ -B +iX+i 

nCm+l}Xl

?-iGo-0

(i?-2G=D

CG：0

CJR-2R -1 Go 1) 

(i?-iGo-0

(Go-1)

C-„

c. 
c.
Co~^B +iX-H j 

«Cm+l)Xlw C w + l)x i «C m + l)x «C m + l)

但 し  I?t= G7iBけi =  a - A + B け

以上の数量的関係に对して，（8)の単位費用方程式が次のように書き換えられる。

(8)' Pt =  WtCGO 1 h~i'(Xt-iCGO

但し， =  + cti-iニ 1+|0ト1

各時点の（8)'を，/ ニ 0 時点から t ニ ー m 時点まで列挙すれば，

(13-1) Po-=WoCGO~' lo+a-iCGO-'BoP-i 

(13-2) P-i =  w-xiG'-0~^ /-i+a-2〔G'-i)-iル iP-2 

(13-3) P-2=W-2(G10-1 /-2+a-3(G-2)-'B-2P-3

ここで，（13-1)に 〔13-2)を，さらに（13-2)に （13-3)を，さ ら に …（13-w+ l) を逐次代入 

することによって，（14)が導かれろ。

(14) Pq =  WoCGO  ̂lQ~\-a-iW-iCGo) ^R - 1 1-1 "ha-ia-zW-zC. G o^~ ^R - iR - 2  l-z~^....

+ a-ia- 2......び- m( Cr0) —1 — 2.......R  —m I-7n

但し，G'【ニ I- A ' + B レ  m  =  B[^,iG'ty^ =  BUiU-A '+BU{)-^

さて，（L«で示されるt =  0 時点の価格体系の下で， t = + 1 時点に稼動するプラント設備S+1を t

—— 8 C54S)



=0時点に生産することに要する建設費用は(15)のように与えられるであろう。

(15) B\iPq=woB'+iiG'a)~'' R- i l-i+a-ia2iv-2B'+iiG'o)~^R-1 R - 2 1-2 + '

+ Q；_iQ；-2...... (X-mW-mB+iC. Go')  ̂R'-iR'-2.......R~w l-m

nXn nXnQm+ 1̂  l - i ひ

a-iW-r-'OC-mW- 

"(m +  l ) X ( m  +  l )  (m +  l ) X l

= B +iA' I w

' l o 

1-1 0
I t ニ

, l i  '

l l  =  CCL〔X  が  L -1 か ニ

W o
o r - i w - i

0  . . . .

*-n  , 、 a ^ i a - 2 " ' -m ,

上の05)の右辺で示されるプラントの建設費用は，経済学的にどのような意味を持つのであろう力、。 

このことを明らかにするためにまず，（U3は実物面でどのような数量関係に対応しているかを確認し 

ておく。 今，（13の体系の最終需要ぺクトルのうち，B+1の関係だけをとり出してみる。す な わ ち f 

= + 1 時点に稼動するプラントS+1を f =  0 時点に建設するために，過去の各時点にユンジニアリ 

ングに必要とされる生産量の系デIJが，城のように示される。

m

'(G -m) • • • ■ • R-2 G-i)CR-n , 9 … Go 1

CR-2GZO iR-zR-iGo^：) ニ R-2R -1 Go 1 B+i ニ AB-
(G ニ 0 (i?-iGo-0

6
i?-iGo一 1 nXn

CGo 0 / . ル 1 , Go 1 ‘

但し ,

" ( m + l ) X n C m +1') 

{R-m' " R-2R-\G 0 1}

R-iR-iGo 1} 

U?-iGo-i}

w(w+l)Xw "(W + 1 )X "

Rt~ Gt *-5{+i = Ql一A.-\-Bt+i)

このas)を艇置したものが⑥の初めの部分を構成しており，⑩の費用関係式が，如の数量関係式に対 

応することを確認できる。

さ て ⑩ に お い て 以 上 で 明 ら か な と お り ，パ は 過 去 の 各 時 点 の B iG = - m + h …… ， 一2 ,-1 ,
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0 ) の系列に依存して決まり，各 丑 = [ゐy は，（4)に従って各時点の生産能力規模ベクトル； に 

応じて決まる。 したがっては過去からの系列の関数として考えられるので，今このことを強 

調 し て (ズ）（但しJ n t  の系列を示す）と言きまわすことにする。一方，（3)に従って各時点の労働 

係数もその時点の生産能力に依存して決まるから，過去からの労働係数の系列を示す対角行列も， 

U x ) と表現することができる。そこで過去からの生産能力の分布〔すなわち産業構造）の状態がも 

たらす総合的規模効果の指標五を，雇用された労働者数のタームで次の様に定義すれぱ，

U7) E = K X )A O O

' I'-m , l/m R - m  … R - l G V  '

=

G o

、 r。 , ( G o - 1 ) , / o G o   ̂ i

但し，E ニ

C m + l)X  n

Ow+l )X"(/ w +  l )  

l-mR-m" ' R-lGo^

" O n + l ) X n C m + l)X n

l-\R-i Go 1 

/oGo-i

この(n)を代入することによって(13を 

(15)' B'+iPo=B'+iE'a>

但し， E 'ニA 'O O U X )

と書き換えることができる。 但 し 丑 （又はその転置である£ ' ) は，（3), (4)で示される規模効果の側面 

に着目して， ある経済体系が過去からの産業構造の累積的結果としてどの程度の経済効率を持つか 

を労働のタームで示したものである。⑩ 'の 両 辺 に 左 か ら （5'+0ー1 をかけることによって

(18) Po= E ' W

という関係が得られる。 すなわち， f =  0 時 点 に お け る 単 位 生 産 費 ぺ ク ト ル f o は，経済効率を労 

働 タ ー ム で 示 し た 丑 と ，利 子 率 及 び 賃 金 水 準 の 系 列 を 示 す か と い う 2 つの要素を合成させた結果 

として考えることができる。 本 論 で は れ を 五 と i?)という2 つの要因に分離することによって，過 

去の産業構造のあり方が五を通じて， プラントの建設費用に与える影響を明らかにする。

さて⑩ ' 式を要素表示で分解してかくと，

B'+i Po B+i E ' w

05)'

ろi+ii bt̂ - 

btそ

bki

b̂ n

PI

PI

■bnl -er

-iW-i

ろi+ii bi 

bti

bt\

Pn / \ ろIn ろ7171 ノ ミn らn ......らji ) び一1...... m̂tV

n X n  « X 1 n X n  n X C m + 1)  ( m + l ) X l

ここでE ' 行 列 の ん 行 r 列 要 素 e r は，t=  0 時点におけるん番目の プ ラ ン ト 構 成 財 の 生 産 が t = -
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時点における産業構造の劲率にどの程度依存するかをその時点でそのために雇用された労働者の数 

によって示すものである。 従って， 五 の 各 A: 行についての行和

e fc=S4=4+ e*' + ......+£广  ik=\, 2’ ....... ，n)

は，過去からの産業構造の累積の下では， A: 番目のプラント構成財の生産がどの程度の効率的であ 

るかをそのために雇用されてきた総労働者の数で示したものになる。 今， こ の を 使 っ て  

次 の よ う な h 行 列 を 定 義 し よ う 。

(19) I'e =  B+ ii 

. £i

但し , i = l , 2 , k,

又は要素表示によって

/c l l ..........hn\ ' bド… … bt\. ン1
0

^2 •
: IcH = \ bt\ 1 =

0  . ：

\ leln Icnn J I bln bnn J > [ &\bin Snbnn }

nXn nX n  nXn

le行 列 の 第 ;！: 行 i 列要素では， i 部 門 で f =  + 1 期 に 稼 動 す る プ ラソトのん番目の構成要素ろなを， 

宏= 0 期に生産することにおける，過去からの産業構造全体の累積的効率が， 労働タームで示され 

ている。 今，（15)'と の対応関係から /e行列を使って恒等的に(2(1で示される関係が成り立つ。

(20) B\,Po= B'^.E'w 但し E '=A 'i

ここでCUは次のように定義されている。

趟 Po = ioj ... (o =  r^Po 

又は，

社 ' EiiO=i(o ... oJ=r^E'w 

如 ' を要素表示すれば，

' の1 ^1/Se? '

(02 0

<0k

> Wn . 0 1 /2 X  ,

« X 1 n'Xn

4  e;i...... e r

wx(m+l)

Wo

oc-iW\

-1..........

(m + 1 )X I
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パ も-1 、, Wo

S も’

£2

2  £2 S  ei

«0„ e;i
^—rti

XI
\

S  e? ? ノ\ び一1 ^—TntV—Tn /

wX (m+D (w+l)xi

となり，新たに定義されたO) ぺクトルの各要まの持つ経済学的含意を次のように読みとることがで 

きる。 た と え ば プ ラ ン ト を 構成するん番目の財のO hは，過去の各時点における賃金及び利子率の 

水 , を， ん財の生産が，その時点の労働に依存する度合によって加重平均した値であり， に对 

する平均賃金と考えられる。(Okの水準は， /b財 が ど の 部 門 の プ ラ ン ト 構 成 財 と し て 使 わ れ ろ 場

合にも共通である。

Leontief dynamic m ode lに従って，経済全体に存在する以上の関係を明らかにした。 この時， 

通 常 第 1 図のように示される各部門の最適生産能力規模決定の内部均衡図式は， ど の よ う に *き 改  

められるであろう力、。

今，任 意 の ！' 部門のプラントを構成するん番目の構成要素をとりあげて考えてみよう。 〔たとえぱ, 

鉄鋼部門のプラントに設置された一般機械を考える0) OS)'より 

ね lcki=^khl\但し， = —般 機 械 》' = 鉄鋼 

ほと (2)(4)を連立して，X f を消去すれば，

ね Icki — ̂ k' Au S

但 し パ ;I
y k̂i
兄ki (pki-

Îci
>  0

又，62)と(3)(4)を 連 立 し て X i と b u を消去すれば ,

但 し，Bu = Hi
dtd'-

8ki~l < 0
0Li — 1

(3), (4), (^, を次のほの体系にまとめる

(25-1) も ケ 广 1 hi く 1
〔25-2) き狄> 1
(25-3) lcki = ̂kAkiS'kT (pM> 0
(25~4) Icki — ̂kBkifî 5*1 <0

で与えられる関係の下で，鉄 鋼 部 門 の 各 生 産 主 体 は f =  + 1 期 に お け る 鉄 鋼 の 単 位 費 用 こ が  

極小となるように， 《= + 1 期のプラント能力規模を採沢し，投資活動を行う。 今 f =  + 1 期にお 

け る 予 想 賃 金 水 準 を け S 利 子 率 （及び償却率）を r (+ iとすれぱ， 単位費用は(5)に対応して次のよ

--- 12 (5 5 2 )----



うに* くことができる。

时 Ci=Wけ％ + ド(0 hlci

の体 系 か ら 明 ら か な よ う に li, I c M はそれぞれプラント規模の関数である。 従って， プラント能 

力規模選択のための， 位費用極小の条件は次のように与えられる。 

dC i n .
dX i dX i dX i

従って

dlcki
dU

m/+i

すなわち鉄鋼部門の各生産主体は，賃金水準の上昇にちょうど見合うようなプラント能力規模の拡 

張を行い，機拭設備の新規投資をして， 単位労働を節約する。 こ れ が の 意 味 で あ る 。鉄鋼部門 

における一般機械について，（25)の 体 系 と （27)'の均衡条件を図示したのが第2 図である。

iCki

S'

第 2図

第 2 図から，賃 金 の 上 昇 す る 過 程 で は （図中のM/+ソの傾きがきつくなること） プラント能力規 

模 が 拡 大 し よ り 大 量 の 機 械 設 備 が 導 入 さ れ ， 単 位 労 働 の 節 約 （すなわち，労働生産性の向上）が進 

むことが確認されよう。 さらに， このこと力;，鉄鋼以外の部門でも同時に進行するものとすると， 

産業構造全体として，らk の 減 少 （すなわち，プラント構成財生産の効率上昇）が dynam icにもたらさ 

れることになる。 このことは， 第 2 図 の 第 1 . 4 象 現の曲線が時点間に下方シフトを意味しており， 

それが一層， 規模拡大を進行させることになろう。 尚度成長期における日本の発展メカニズムは，

このぽな機械設備投資を媒介とするものであったと考えられる。

---13 (555)----



TTTモ デ ル の 検 HE

前 節 に 展 開 し た Leontief dynamic system に基づく理論モデルを前提として， オ イ ル .シ ョ ッ

クをはさむ1970年から1980年 の 期 間 に お け る 生 産 主 体 の 位 費 用 極 小 化 行 動 を 確 認 し た い 。

はじめに，各部門における前節(25)の体系を特定化するためのバラメタ推計が必要である。 この推 

計には，次にあげる統計データの1970〜80年の値を用いた。

第 1表

統計データ 変数との対応

昭和55年基Ip 

国民経済計算年報 

経済企画庁

Xi ：経済活動別生産者価格表示の産出額 

Pi :経済活動別産出デフレータ 

U  :経済活動別就業者数

昭和55年基準 

毎月勤労統計調査
m  :産業別賃金指数

昭和55年基?P 

民間企業資本ストック 

経済企画庁

Si : 産業別資本ストック（取付ペース）

部門分類は，『国民経済計算年報』 の 経済活動分類のうち，製 造 業 に お け る 小 分 類 に 従 っ て 第2 

まのように統一した。上記の統計データのうち，Xi, Li, S i については， 景気変動による稼動率の 

問題を除去するために， 四年毎の移動平均をとった。

次に，『民 間 企 業 資 本 ス トック』 から1970〜80年における各部門の資本ストック総額S iが実質べ 

ースで得られる。 し か し こ の & は， f 部門のプラント総体に対して与えられる大きさであり， プ 

ラントを構成する個別の財に関する情報は得られない。一方，（25)の体系で必要とされるのは， プラ 

ント を 構 成 す る 各 財 （たとえば一般機械） とプラント生産能力の関係である。 従ってこの目的の為に 

は各部門の資本ストッ ク 総 額 S i の値を， それを構成する個別の財別に分割しなければならない。 

そのための分割比率の情報は，1970, 75, 80年 の 産 業 連 関 表 （基本ま）に付帯の固定資本マトリッ 

クスを，1980年基 ip に実質化の後，財構成比率を算出することによって得られる。 プラント構成財 

の財分® は理論的には財生産の部門分S と一致しなければならないが，実際に資本投下されたとし 

て統計デ一タに登場する財はそのうちの一部である。 そこで計測の際にはプラントを構成する財分 

類を， 第 3 表 の よ う な 6 つ の カテゴリーにまとめた。 又，1970—75—80年の中間年次の比率につい 

ては，各期間のゆるやかな変化を仮定して，補完推計を行った。 このように各部門毎に推計された 

10年 間 の 財 別 プ ラソト構成比率をそれぞれ対)S す る 資 本 ス ト ッ ク 総 額 S i に乗ずることによって， 

最終的に1970〜80年 の 各 年 に つ い て6 ( プラント構成財）X12 (財生産部門）の資本 ス ト ッ ク 行 列[S*：i] 

を推計すろことができた。 第 4 表 と 第 5 まにはそれぞれ，1970年，75年，80年における， 固定資本 

マ ト リックスの財構成比率，及び， それに対応した資本ストック行列が示されていろ。
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第 2 表財生産部門分類表 第 3 表プラント構成財分類表

1 食 料 品

2 繊 維

3 パ ル プ • 紙

4 化 学

5 石 油 •石 炭製 品

6 室 業•土 石製 品

7 — 次 金 属

8 金 属 製 品

9 — fxTL7UX 機 械

10 電 気 機 械

11 輸 送 機 械

12 精 密 機 械

1 建 物

2 輸 送 機 械

3 — to贩 機 械

4 電 気 機 tnfc慣

5 精 密 懷

6 そ の 他

なお，財別プラント構成比率はストック概念であるにもかかわらず， ここでその推計値として使 

用した固定資本マトリックスの財構成比率は， フローの投資構成に関する値である。 しかし， ここ 

では他に有効な情報源の存在しないこと，又， ^ 期 に 建 設 さ れ た プ ラ ン ト 設 備 の 財 構 成 は {期 の 投  

資構成に近似され得ると考えることによって，上記の結果を得た。

以上の統計データを用いて，前節(25)の体系のバラメタの特定化を行う。 ま ず ム と Z i の対数線 

形 回 帰 によって，各財生産部門の労働投入関数バラメタ 9̂̂ :$を推計した。次に，各 財 生 産 部 門 〔:-) 

におけるプラント構成財のうち， ん= 一般機械と電気機械について， S lc iと ズ i の対数線形回帰を 

とり， それぞれ一般機械， 電 気 機 械 の 投 入 関 数 バ ラ メ タAmを推定した。 これらの結果は第6 表の 

①欄と②欄にまとめられている。

これらの推定値によって，(25)の体系のすべての指数バラメタを特定化することができ，それらは第 

6 表の②〜⑤欄に示されている。 そこで明らかなように，前節でおいたバラメタ制約に関する基本

的仮定のうち，わiく1 はすべての財生産部門で，又， (fki-
^ki — 1

>  0 , dki'- < 0
§L i~ l

についても， ズ= 石 油 • 石炭製品，電気機械，及び輸送機械におけるん= 電気機械のケースを除い 

て，成立していることが確認される。 このことは，機 械 設 備 を （作るのでなく）使用して財生産を行 

う部門において，前節に展開した理論モデルが特に現実妥当性を持つことを示唆するものである。

さらに，（25)の 体 系 に お け る Sfcの値の特定化が必要である。t k は理論的には過去から現在に至る 

産 業 構 造 の 累 積 結 果 と し て 決 ま る 財 生 産 の 効 率 基 準 （労働タームの）であるが， ここでは簡単に， 

現 在 の み の 産 業 構 造 の 効 率 に 約 さ せ て こ れ を 考 え る こ と が で き る も の と し よ う 。 すなわち，

(29) Cfc=S k Tik

但し，l i : 部門における現時点の労働係数

Tik : 現 時 点 の 〔/ 一 ぶ -1 行列の第ズ行ん列要素 

の よ う に 計 算 さ れ た 労 働 タ ー ム のG によってん番目のプラント構成財の全産業構造的生産効率を 

近似させる。1970年と80年のん = 一 般 機 械 と 電 気 機 械 に つ い て こ の C ic の値を示したのが第7 表で 

ある。 これによると，1970年から80年にかけて，一般機W及び電気機械一単位の生産のために，経
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1970 1980

一般機械 

電気機械

0. 3004 

0. 4570

0.1904 

0.1926

済全体で直接間接に雇用された労働量は，著しく減少の傾向を見せ < 第 7表> Cfc

ている。すなわち， この期間に生じた産業構造の変化によって，機 

械生産における全産業構造的効率が，大きく改善されたことを示す。

1970年代に各部門で急速に機械化が進行した背景にはこのような現 

象が見出されるのである。

(25)の体系について以上の特定化を確認した上で，前節で展開した 

各財生産部門の内部均衡因式が，実際に1970年〜80年の変化を斉合的に説明し得るかどうかを確認 

しなければならない。

まず，前 節 の 均 衡 条 件 が ，各 時 点 •各 生 産 部 門 の プ ラ ン ト 構 成 財 に つ い て 成 立 し て い る と す  

れぱ， それぞれ次式が満たされているはずである。 

dlcki \
00

(31)

dli

dlcki
dli ノ 1980

00と脚の比率をとれば, 

/ dlcki \
dli

dlcki
dli

dhi
但し

dki u/ ，

である。 今， 任 意 の / 部門のんプラント構成財について， ある時点の はその年の 一 5し （但 
ドk

し Wiは部門別賃金，Picは A = —般機械又は電気機械の価格）によって近似できるものとする。 実際に 

は 第 1まのデータから，Wi, はそれぞれ，産業別賃金指数，経済活動別産出デフレータとして， 

1980年 値 を 1 P T = 1 ') とする形で得られるので，相対賃金の変化の情報は，$0の か と  

いう形で観測可能である。各 ズ 部 門 の ん 財 に つ い て こ のd u が 第 6 表の⑥欄に示されている。

一方，（25-4) から

但し， Cfcは Sitの観測可能な近似値 

B'ki—du' Bki 

が導かれろから， こ れ を に 代 入 す れ ぱ  

1 〔Q . 仏 か -1)1980 C T (1 
\ I

\Ski-i

Oki (Cjfc* //*^~Ol970 Cl/T。

と書きかえることができる。 〔こ こ で と 6m は生産関数のバラメタなので，1970年 と 80年でそ 

の値は共通である。） 0̂ は

c r  1
^1980

71970
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という形に言き換えることができる。⑥ に お け る は ，相対賃金の変化が与えられたときに， も 

しも前節で展開した内部均衡の図式が成立していれば生ずるであろう労働係数の変化の大きさであ 

る。

又，（25-1)ょり，

W  lT=ccuiXTy^^-'^

但し，O^Li,台L iの値は生産関数のバラメタとして時点間に共通 

であるから，00 0ゆ' を$$に代入すれば， プラント生産能力規模の理論的な変化の大きさを，的のよ 

うに与えることができる。

前節で展開された理論的梓組の中から導かれる0 ^ , 的の大きさを，現実に観測される，各財生産 

部門の，労働係数と生産額の変化率と比較させてまとめたのが，第 6 表の⑦〜⑩欄である。これら 

の数字の比較から，推定された生産関数のバラメタ力’、，理論的制約を満たしているケースでは，理 

論値が良く現実を説明していることが読みとれる。すなわち，機械を使用して財生産を行う部門に 

ついては，前節で展開した内部均衡図式が現実妥当性を持つことが確認された。

以上の結果から，1970年代に各 部 門 で 生 じ た 機 械 化 . 労働生産性の向上を，単に相対賃金の上昇 

による労働と後械の代替現象と理解することはできず，相対賃金の変化によって惹き起された産業 

構造の変化の影響が大きいことが明らかになった。すなわち，各個別生產部門の労働生産性の向上 

力:，全産業構造を通じて，機械の生産効率を上昇させ， そのことが機械化をより一層進行させる結 

果をもたらす。 オイルショック後も日本経済が安定成長を持続させた背景には， このような構造的 

メ力ニズムが存在していたと考えられる。

但し， ここで注意するべきことは，機械生産には全産業構造的背景が必要であると同時に，機械 

産業そのものが，全経済発展の牽引力となっていた事実である。 従って，経済発展メカニズムの解 

明には，今後，機械生産のプロセスについて，分析が深められていくことが必要であろう。

最後に， 第 3 図に， ？' = 一次金属部門について，旧の体系を因示した。 図 中 第 1 . 3 . 4 象限にお 

け る 実 線 は —般機械，点 線 は A：= 電気機械のケースをTpcしている。 又， 図中の四角形は，1970 

年と80年の現実の生産額の下ではどのような均衡が成立していたかを示している。東西方向の軸に 

は， 現 実 の 生 産 額 を 与 え た と き 旧 で 計 算 さ れ るU 及 び Sk iの理論値が測られているが，参考のた 

め， カッコ内にそれぞれの現実値も示してある。

I V む す び

この研究では，規模の経済性の効果が個別部門と経済全体の相互のフィ一ドバックのメカニズム 

を通じて，産 業 構 造 全 体 に 表 わ れ る と い う 図 式 を 展 開 し そ れ を 統 計 的 に 検 証 し た 。 この規模効果

---19 (559)----



第 3 0 — 次金属部門における内部均衡

一般機械

電気機械
Icki
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の相互波及を連結する部門は， い う ま で も な く 資 本 財 部 門 （機械部門）である。 この研究で資本財 

の 集 合 体 と し て の 生 産 設 備 能 力 （プラント. スケール）の拡大が，一国の労働生産性を高めて行くと 

い う機構が明らかに な っ た と 思 わ れ る 。 この研究では， 各 部 門 の 生 産 性 比 較 に one dollar worth 

という単位が用いられた。 これらの点を含めて，一般的相互依存体系の下での構造変化の研究は今 

後に残された課題である。

〔1

C2

〔3

〔4

〔5

〔6

C7

〔8

〔9

〔10

〔11

〔12

〔13

〔14

[15
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